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道内景気は、一部に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる。需要面では、個人消

費は、一部に弱さがみられるものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、弱さがみら

れる。設備投資は、持ち直しの動きがみられる。公共投資は、高水準ながら弱めの動きと

なっている。輸出は、持ち直している。観光は、厳しい状況にあるものの、持ち直しが続い

ている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数が

前年を上回ったものの、負債総額は前年を下回った。消費者物価は、１３か月連続で前年を上

回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～６・７月の指数は未公表

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．２ポイン

ト下回る５０．２と２か月連続で低下した。横ば

いを示す５０を６か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．０ポイント上回る５１．９となった。

鉱工業指数（北海道）は、本誌編集時点で

６・７月の指数が公表されていない。

《参考》
【以下、本誌８・９月合併号より抜粋】

５月の鉱工業生産指数は８７．２（季節調整済

指数、前月比▲４．２％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲０．６％と１５か

月ぶりに低下した。

業種別では、輸送機械工業など９業種が前

月比低下となった。一般機械工業など６業種

が前月比上昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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３．百貨店等販売額～５か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～１３か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～３か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋３．１％）は、５か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１７．８％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋０．６％）

は、身の回り品、飲食料品、その他が前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．７％）

は、９か月連続で前年を上回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１３，１３９台

（前年比▲４．７％）と１３か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１．１％）、

小型車（同▲１３．１％）、軽乗用車（同＋０．０％）

となった。

４～７月累計では、４７，００９台（前年比

▲７．５％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲６．６％）、小型車（同▲４．５％）、軽

乗用車（同▲１１．２％）となった。

７月の札幌ドームへの来場者数は、２０５千

人（前年比全増）と３か月連続で前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球１７２千人

（同全増）、サッカー１１千人（同全増）、その

他が２３千人（同全増）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～８か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

７月の住宅着工戸数は３，１０３戸（前年比

＋７．４％）と８か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲１５．０％）、貸家

（同＋１７．９％）、給与（同▲２５．９％）、分譲

（同＋３５．７％）となった。

４～７月累計では、１２，０９８戸（前年比

▲５．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１８．２％）、貸家（同▲５．０％）、

給与（同▲４７．５％）、分譲（同＋３２．６％）と

なった。

７月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１５４，５４４㎡（前年比＋１３．７％）と３か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋４１．４％）、非製造業（同＋１２．０％）であっ

た。

４～７月累計では、４９６，０５２㎡（前年比

▲２４．０％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲１１．７％）、非製造業（同

▲１６．４％）となった。

８月の公共工事請負金額は５９９億円（前年

比▲８．６％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋９．０％）、その

他（同＋９．５％）が前年を上回った。独立行

政法人（同▲２４．２％）、道（同▲６．１％）、市

町村（同▲２０．３％）、地方公社（同▲５４．５％）

が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～９か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２８か月ぶりに国際線定期便が再開

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が３か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道者数

は、１，０５４千人（前年比＋８６．４％）と９か月

連続で前年を上回った。輸送機関別では、航

空機（同＋９２．５％）、JR（同＋８４．４％）、

フェリー（同＋４１．０％）となった。

４～７月累計では、３，３６８千人（同

＋１０９．３％）と前年を上回っている。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１７日に新千歳空港で国際線の定期便が再

開したことを受けて、１，４０４人（前年比

＋４６，７００．０％）となった。

７月の貿易額は、輸出が前年比＋５１．４％の

４１９億円、輸入が同＋１９．０％の１，０７９億円だっ

た。

輸出は、再輸出品、自動車の部分品、自動

車などが増加した。

輸入は、天然ガス・製造ガス、石炭、再輸

入品などが増加した。

輸出は、４～７月累計では１，３４９億円（前

年比＋２７．９％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は２か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～１３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１０倍（前年比＋０．１１ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１５．８％と１７か月連

続で前年を上回った。業種別では、卸売業・

小売業（同＋３８．８％）、サービス業（同

＋２９．５％）などが前年を上回った。

８月の企業倒産は、件数が１４件（前年比

＋１３３．３％）、負債総額が９億円（同▲６９．０％）

だった。負債総額は２か月連続で前年を下

回った。

業種別では卸売業、サービス・他が各３

件、一次産業、製造業、不動産業が各２件な

どとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は６件

であった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．０（前月比＋０．５％）となっ

た。前年比は＋３．０％と、１３か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（７月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋０．５％、前年同

月比＋２４．５％となり、ガソリン価格は前月比

＋１．２％、前年同月比＋９．１％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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（年度）

実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。2022年度は日本銀行政策委員「大勢見通し｣(7月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。2020年度以降は当行推計。
　　　３. 平成27年（2015）年暦年連鎖価格方式。
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北海道経済の現状は、新型コロナウイルス感染症拡大（以下、コロナ禍）の影響が
徐々に和らぎ、足元では持ち直しの動きがみられる。個人消費はまん延防止等重点措置
の解除に伴って人出が回復し、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は弱含みで推移し
ている。設備投資は持ち直しの動きがみられる。公共投資は高水準を維持している。
２０２２年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、行動制限の緩和や、
飲食店への営業縮小要請の撤廃などが押し上げ要因となり、増加が見込まれる。住宅投
資は、住宅購入コストの増大から減少が見込まれる。設備投資は、札幌圏における再開
発事業や再生エネルギー関連の投資計画が続いていることから、堅調な推移が見込まれ
る。公共投資は、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策（以下、国土強
靭化関連予算）」や北海道新幹線の建設費などにより、高水準が続くことが見込まれ
る。財貨・サービスの移輸出入（純）は、国内外の経済活動活発化や、インバウンド観
光客受け入れの再開に伴い移輸出の増加が見込まれることからプラス成長となろう。
この結果、実質経済成長率は１．８％（２０２１年度１．９％）、名目経済成長率は１．８％（同

０．９％）と予測する。
ただし、コロナ禍による経済活動の抑制は、引き続き国内経済・道内経済のリスク要
因となろう。また輸入コストのさらなる増大が生じた場合の企業収益の悪化や、生活必
需品の価格上昇による家計の実質購買力の低下を通じた、経済の下振れリスクを内包し
ていることにも注意が必要である。

２０２２年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

（注）２０１９年度道民経済計算から２０１５年基準へ改定されたため、本推計も同基準に則し推計している。
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１．２０２２年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、１～３月期の国内総生

産（四半期別GDP・２次速報値）が前期比▲

０．１％（年率▲０．５％）となった（図表１）。

個人消費は、新型コロナ感染症の感染拡大を

受けて対人接触型サービスを中心に伸び悩

み、小幅な増加にとどまった。住宅投資は、

建築コストの増大などの下押し要因がありマ

イナスでの推移が続いた。設備投資は、脱炭

素関連の投資やソフトウェア投資などによる

押し上げはみられたものの、企業行動に慎重

さが残り減少した。輸出は、自動車が東南ア

ジアからの部品供給停滞の影響から伸び悩ん

だ一方、半導体製造装置等が堅調に推移し、

２０２１年１０～１２月期を上回った。輸入は、ワク

チン向けの医薬品の大幅な増加が押し上げに

寄与し増加した。その結果純輸出は減少し

た。

また本年７月のESPフォーキャスト調査に

よる４～６月期の国内総生産（四半期別

GDP）の実績見込みは、前期比年率＋３．１８％

とプラス成長が見込まれている。（図表２）

先行きについては、個人消費は、エネル

ギー価格や食料品価格の上昇が重石となるも

のの、感染抑制と消費活動の両立が進むなか

でサービス消費を中心に増加し、持ち直しが

見込まれる。住宅投資は、建築資材価格の高

止まり等による建築コストの増大などから、

弱含みでの推移が見込まれる。設備投資は、

資材価格上昇が企業利益の下押し要因となる

ものの、堅調なデジタル化・省力化関連投資

や供給制約の緩和等を背景に、増加傾向が続

くことが見込まれる。公共投資は、国土強靭

化関連予算に基づく予算執行によって高水準

で推移するものの、東日本大震災の復興事業

の一服を受けて、弱めの動きが続くことが見

込まれる。輸出は、財の輸出において供給制

約の緩和が見込まれる自動車関連や、外需が

拡大しているデジタル関連を中心に、増加が

見込まれる。また、サービス輸出について

も、６月１０日よりインバウンド観光客の受け

入れが再開しており、持ち直しの動きを後押

ししよう。

国内経済は、新型コロナの重症患者の減少

や、政府主導の大型経済対策を背景に、これ

まで抑制されてきたサービス消費が活発化す

るなど、個人消費を中心に持ち直しが見込ま

れる。もっとも、国内外の新型コロナウイル

ス感染症の動向やその影響、ウクライナ情勢

の展開、資源価格や海外の経済・物価動向な

ど、不確実性が高く、以下のようなリスク要

因を内包している。すなわち、今後の新型コ

ロナウイルス感染症の影響や、国内外におけ

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） ESPフォーキャストによる
実質経済成長率予測

（資料：内閣府 「四半期別GDP速報２０２２年１‐３月期・２次速報） （資料：日本経済研究センター）

２０２２年度北海道経済の見通し

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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る経済活動の抑制は、引き続き日本経済への

重大なリスク要因となろう。また、ウクライ

ナ紛争に伴い、エネルギー供給の先行き不透

明感から原油価格が高騰しているほか、農作

物や木材、鋼材など幅広い品目に価格上昇が

みられる。さらに足元の円安もあって、輸入

コストは大幅に上昇している。加えて、ゼロ

コロナ政策を堅持する中国でロックダウンが

行われたことに伴い、機械部品などの供給制

約が発生し、日本国内の生産活動に影響が出

ている。これらに伴うコスト増大による企業

収益の悪化や、生活必需品の価格上昇による

家計の実質購買力の低下を通じた、経済の下

振れリスクを内包していることにも注意が必

要である。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、コロナ禍の影響が

徐々に和らぎ、足元では持ち直しの動きがみ

られる。現状を需要項目別にみると、個人消

費は、まん延防止等重点措置の解除に伴って

人出が回復し、持ち直しの動きがみられる。

もっとも、新車販売は供給制約の長期化によ

り低調な動きが続いているなど、費目別にみ

たコロナ禍からの回復度合いにはバラつきが

みられる。住宅投資は、建築コストの増大が

大きく影響し、持家を中心に弱含みで推移し

ている。設備投資は、コロナ禍で抑えられて

いた道内外の需要回復をうけて持ち直しの動

きがみられる。公共投資は、前年の国土強靭

化関連予算に基づく予算配賦が高水準であっ

た反動から公共工事請負金額の推移は前年を

下回っているものの、高水準を維持してい

る。

今後を展望すると、個人消費は、生活必需

品の価格上昇が実質購買力を下押しすること

が見込まれるものの、行動制限の緩和や、飲

食店への営業縮小要請の撤廃などによるペン

トアップ（繰越）需要が押し上げ要因とな

り、増加が見込まれる。住宅投資は、建設コ

ストの増大に伴って住宅購入費用も増大して

おり、足元では住宅ローンの長期固定金利に

も上昇がみられていることから、減少が見込

まれる。設備投資は、輸入コスト増大に伴う

企業収益の悪化が重石となるものの、札幌圏

における再開発事業や、再生エネルギー関連

の投資が続いていることから、堅調な推移が

見込まれる。公共投資は、国土強靭化関連予

算や北海道新幹線の建設費などにより、高水

準が続くことが見込まれる。財貨・サービス

の移輸出入（純）は、国内外の経済活動活発

化や、インバウンド観光客受け入れの再開に

伴い、移輸出の増加が見込まれることからプ

ラス成長となろう。

図表３ 図表４消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道） （資料：IMF）

２０２２年度北海道経済の見通し
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物価の動向をみると、エネルギー価格や食

料品価格などの上昇によって、消費者物価指

数（生鮮食品を除く総合）は２０２１年７月以

降、１２か月連続で前年を上回って推移してい

る（図表３、４）。物価の先行きを展望する

と、エネルギー価格や食料品価格の高騰に加

え、２０２２年４月には携帯電話料金引き下げの

効果も一部剥落したことから、前年を上回る

水準での推移が見込まれる。

以上のような経済状況を勘案すると、２０２２

年度の道内経済成長率は実質成長率１．８％

（２０２１年度１．９）、名目成長率１．８％（同

０．９％）と、前年に続きプラス成長を予測す

る。本推計にあたっては、国内経済同様、新

型コロナウイルスの動向や世界情勢の悪化、

諸物価の上昇などによる下振れリスクを内包

していることには注意が必要である。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

個人消費に大きな影響を与えているコロナ

禍の状況をみると、ワクチン接種の普及に伴

い新型コロナ感染症の重症化患者が減少した

ことから、本年３月２１日にまん延防止等重点

措置が全面解除された（図表５）。これに伴

いGoogleの「COVID‐１９：コミュニティ モ

ビリティ レポート」による小売店・娯楽施

設の人出の動向は、行動制限の緩和によって

持ち直しの動きがみられた。２０２２年４月以降

は大型連休による増加を除き、小売店・娯楽

施設の人出は概ねコロナ禍前の水準を５～

１０％ほど下回る水準で推移している。（図表

６）。

百貨店・スーパーの売上高をみると、足元

の感染状況に対応して一進一退の動きが続い

ている（図表７）。新車販売の動向をみる

と、長期化する半導体不足や部品調達難と

いった供給制約の影響を受けて、足元では前

年下回りが続いている。（図表８）

今後の個人消費を展望すると、雇用環境は

足元で依然弱さがみられる。２０２２年６月に日

本銀行札幌支店が行った『企業短期経済観測

調査（北海道）』によると、雇用の過不足感

図表６ 小売・娯楽関連施設における滞在者変化
（北海道）

（資料：Google「COVID‐１９：コミュニティモビリティレポート」より作成）
※基準値は２０２０／１／３～２／６の５週間の曜日別中央値。後方７日間移動平均線にて作成。①②⑤⑧～
緊急事態宣言発出期間（①は道の独自政策）、④⑥⑦⑨～まん延防止等重点措置期間、③～集中対策期間

図表５ 図表７人口１０万人あたり
新型コロナ重症者数の推移

大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

（資料：厚生労働省「データからわかる－新型コロナウイルス感染症情報」）
※人口は２０２２年１月１日時点の住民基本台帳人口。集計期間は２０２１年７月
１日～２０２２年８月１日、直近７日間の重症者数÷総人口で算出。 （資料：北海道経済産業局）

２０２２年度北海道経済の見通し
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を示す「雇用人員判断DI（過剰－不足）」は

▲３５と前期を下回っており、人手不足感が強

まっている（図表９）。新規求人数は、製造

業やサービス業などが牽引して、前年を上回

る水準が続いている。一方で、有効求人倍率

は、２０２１年１１月に２０か月ぶりに１倍を上回っ

たが、その後は横ばいでの推移となっている

（図表１０）。総務省労働力調査によると、道内

の就業者数は、２０１９年第１四半期２７０万人

だったが、２０２２年第１四半期２５８万人であ

り、未だコロナ禍前の水準に戻っていない。

先行きの雇用環境は、コロナ禍の影響が徐々

に和らぐことで、対面型サービス業等におい

て雇用増加が明確化していくと予想され、持

ち直しが期待される。

所得環境は、足元では実質総雇用者所得

（全国ベース）が頭打ちとなっており、コロ

ナ禍前の水準を依然下回っている（図表

１１）。毎月勤労統計調査（北海道）をみる

と、残業時間・現金給与総額はともにコロナ

禍の影響が一巡し、横ばい圏内での推移が続

いている（図表１２）。一方、当行が本年５月

から６月にかけて行った『賃金動向に関する

調査』では、今年度、定期給与（基本給・諸

手当等）を引上げ予定の企業は７７％、特別給

与（賞与・期末手当等）を引上げ予定の企業

は２２％となった。いずれも２年連続で前年の

水準を上回る結果となっている（図表１３）。

２０２２年度税制改正では、一定の要件を満たし

た企業に対し、給与支給額を増額した分の一

部を法人税から控除する「賃上げ促進税制」

が強化された。連合がまとめた２０２２年春闘の

第７回（最終）回答集計では、平均賃金方式

による賃上げ額の加重平均は前年同期比＋

図表８ 図表１０乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

雇用動向（北海道）

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会） （資料：北海道労働局）

図表９ 図表１１雇用人員判断 実質総雇用者所得

（資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」） （資料：内閣府）

２０２２年度北海道経済の見通し
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２．０７％と、政府が目標とする前年同期比＋

２％を上回る結果となった。厚生労働相の諮

問機関である中央最低賃金審議会では、２０２２

年度北海道の最低賃金（時給）目安を３０円引

き上げることを決めた。これは過去最大の上

げ幅（３．４％）であり、実現されれば所得環

境改善に寄与しよう。以上から、道内所得環

境は緩やかな改善を見込んでいる。

消費者マインドは、内閣府が公表している

「消費者態度指数（全国・二人以上世帯・季

節調整値）」をみると、コロナ禍による急落

から緩やかな回復傾向にあったが、自動車の

供給制約や物価上昇などから「耐久消費財の

買い時判断」指数が下落、足元では弱含んで

いる。（図表１４）

２０２２年度の個人消費は、消費者物価の上昇

が重石となるものの、対面型サービス消費を

中心として持ち直しが見込まれる。すなわ

ち、行動制限がない状況を前提にコロナ禍の

影響が徐々に和らぐなかで、雇用・所得環境

や、足元弱含んでいる消費者マインドが改善

に向かうことを見込んでいる。さらに、対面

サービス消費に対する需要喚起策の再開や、

供給制約の緩和に伴う自動車の挽回生産など

が、個人消費の持ち直しに寄与しよう。ま

た、個人預金額の推移をみると、特別定額給

付金が支給された２０２０年６月以降、堅調に増

加している（図表１５）。感染拡大後に積み上

がった貯蓄がペントアップ需要として支出に

向かい、個人消費を押し上げよう。

加えて、新型コロナウイルスワクチンの接

種状況をみると、２０２２年８月１日現在、２回

接種率が７５．９６％、３回接種率が６５．３９％と

なっている（いずれも医療従事者を除く、図

図表１２ 図表１４賃金・労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

消費者態度指数（全国、季節調整値）

（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」） （資料：内閣府「消費動向調査」二人以上の世帯）

図表１３ 図表１５賃金引上げの推移（引上げとした割合） １世帯当たりの個人預金残高推移

（資料：日本銀行「都道府県別預金・現金・貸出金」、総務省「住民基本
台帳人口に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」）
※１世帯につき１口座と仮定し、各月の預金残高総額を世帯数で割った
値。世帯数は各暦年の１月１日時点の値。（資料：北洋銀行「道内景気と賃金の動向について」）

２０２２年度北海道経済の見通し
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表１６）。足元では３回目の接種の普及に加

え、高齢者など重症化リスクの高い者につい

ては４回目の接種が始められている。定期的

なワクチン接種により死者・重症者数が継続

的に抑えられれば、人出の回復がさらに進

み、サービス消費を中心に個人消費の持ち直

しに寄与しよう。

一方で、コロナ禍で落ち込んだ経済活動が

活発化することで、続いていた資源価格や穀

物価格などの上昇が、足元ではウクライナ情

勢の悪化や円安の進行も加わり深刻化してい

る。寒冷地である北海道は、冬期に多くの暖

房を使用するため、全国平均に比べて家計に

占めるエネルギー関連の消費ウェイトが高

く、エネルギー価格の上昇は実質購買力を低

下させる。このため、道内の個人消費は、消

費者物価の上昇が重石となり、持ち直しの

ペースは令和３年１２月６日に当行が公表した

「２０２２年度北海道経済の見通し」（以下、当初

見通し）を下回ろう。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率２．７％、名目成長率４．６％と予測する。

（２）政府最終消費支出

現物社会給付に相当する医療費・介護費の

動向をみると、コロナ禍での受診控えは一巡

し、通常の状態に復しつつある。これに伴

い、社会保険関係費は高齢化の進行により増

加基調での推移が見込まれる。また、北海道

の２０２２年度当初予算をみると、ワクチン接種

や自宅療養者支援等の新型コロナ感染症対策

が織り込まれており、現物社会給付は、引き

続き堅調な推移が見込まれる。

固定資本減耗は、近年の堅調なインフラ投

資を背景として前年比増加が見込まれる。

雇用者報酬に相当する道職員や市町村職員

の給与水準は、民間企業の所得増に比例して

持ち直しを見込むが、一般行政職の人員減も

あって、総額では横ばい圏が見込まれる。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．１％、名目成長率１．５％と予測する。

（３）住宅投資

２０２２年４～６月の新設住宅着工戸数は、前

年比▲８．９％と前年を下回る水準で推移して

いる。木材など資材価格の高止まりなどが重

石となり、足元では持家を中心に弱い動きが

続いている。

２０２２年度の住宅投資を利用目的別に展望す

ると、持家および分譲戸建は、建築コストの

増大に加え、固定金利型住宅ローンの借入金

利が上昇傾向にあり、道内住宅着工戸数は前

年下回りが見込まれる。分譲マンションは、

２０２２年度第１四半期まで前年を大きく上回り

推移しているが、タワーマンション着工が一

段落していることなどから伸びは鈍化すると

みられる。貸家の住宅着工戸数は、２０１７年度

から５年連続で減少が続いているが、そのな

かで法人による着工戸数は底堅く推移してき

た。しかし、足元では資材価格や地価の上昇

により不動産投資の収益性悪化がみられ、法

人・個人とも減速が見込まれる。

これらを勘案すると、２０２２年度の新設住宅

着工戸数は、持家が１０，５６０戸、貸家が１３，９９０

図表１６ 新型コロナワクチン接種率の推移
（北海道）

（資料：デジタル庁）
※各日までにワクチン接種記録システム（VRS）に記録・集計されたデータが対象。接種率の
分母は２０２２年１月１日時点の住民基本台帳登録人口のうち、性別・年齢が明らかな５２２万６６０３
人。また、医療従事者等の記録は含まれていない。データは２０２１年５月１日～２０２２年８月１日。
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戸、分譲が５，４００戸（うちマンション２，３２０

戸、戸建３，０８０戸）、給与（社宅）が３９０戸、

合計３０，３４０戸となり、２０２１年度実績（３２，０９１

戸）を１，７５１戸下回ろう。（図表１７、１８）

この結果、住宅投資は、実質成長率▲

７．２％、名目成長率▲３．２％と予測する。

（４）設備投資

先行指標である２０２２年４月～６月累計の民

間非居住用建築物の工事費予定額は、前年を

６．６％上回って推移している（図表１９）。個別

案件をみると、札幌市で複数の再開発事業が

進行中であるほか、野球場や生産工場などの

大型案件や、再生可能エネルギー関連投資も

みられる。（図表２０）

２０２２年６月に日本政策投資銀行北海道支店

が行った『北海道地域設備投資計画調査』（原

則、資本金１億円以上の民間企業が対象）に

よると、２０２２年度の道内設備投資計画は全産

業で前年比＋２１．７％となっている（製造業・

同▲２．４％、非製造業・同３０．０％）。（図表２１）

製造業では、過年度に製造設備新設があっ

た「紙・パルプ」や、大型改修工事があった

「鉄鋼・非鉄金属」などが減少した。非製造

業では、新設大型物流拠点の完工やホームセ

ンターの新規出店が一段落した「卸売・小

売」などの減少が見込まれるが、投資規模の

大きい「電力」が全体を押し上げ、全産業で

は増加の見通しである。

また、当行が本年５月から６月にかけて

行った『道内企業の経営動向調査』では、道

内中小企業（全産業）の設備投資実施割合

は、コロナ禍による２０２１年度の落込みの反動

もあり、２０２２年１～３月期まで４期連続で前

地区 主要用途 事業規模
石狩湾 洋上風力発電所新設 ７５０億円
北広島 野球場・商業施設 ６００億円
苫小牧 バイオマス発電 ３１２億円
札幌 医療センター新築 ２００億円
札幌 コンベンション施設移転新築 １５３億円
恵庭 牛乳生産工場新設 １２０億円
新さっぽろ駅周辺再開発 店舗・共同住宅など ５００億円
札幌駅北口８・１地区再開発 店舗・共同住宅など ４８２億円
南２西３南西再開発 店舗・共同住宅など ２４０億円
北３東１１周辺再開発 店舗・共同住宅など ２３０億円

利 用 目 的２０２０年度２０２１年度２０２２年度 対前年度

計 ３１，７７２ ３２，０９１ ３０，３４０ ▲１，７５１

持 家 １１，０６８ １１，６１６ １０，５６０ ▲１，０５６

貸 家 １５，２６２ １４，５３６ １３，９９０ ▲５４６

給 与 住 宅 ３３２ ５６２ ３９０ ▲１７２

分 譲 住 宅 ５，１１０ ５，３７７ ５，４００ ２３

（うちマンション） ２，３６７ ２，１７３ ２，３２０ １４７

（ う ち 一 戸 建 ） ２，７４０ ３，１４４ ３，０８０ ▲６４

図表１７ 図表１９住宅着工戸数の推移（北海道） 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省、２０２２年度は当行推計） （資料：国土交通省「建築着工統計」）

図表１８ 図表２０利用目的別の住宅着工戸数
（戸）

道内での設備投資、再開発

（資料：国土交通省、２０２２年度は当行推計）
※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲
住宅の合計は一致しない場合がある （資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）
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年同期の水準を上回った。一方、２０２２年４～

６月期（実績）及び２０２２年７～９月期（見通

し）における設備投資実施予定割合（未定を

除く）は、前期比ならびに前年同期比で減少

見通しとなっており、足元では慎重さがみら

れる。（図表２２）

道内企業の経常利益の動向をみると、２０２２

年６月に日本銀行札幌支店が行った『企業短

期経済観測調査（北海道）』によると、２０２１

年度の経常利益（全産業）は改善を示した

が、前年や前々年の落ち込みを勘案すると、

コロナ禍前の水準を取り戻すに至っていな

い。また、２０２２年度計画は、コスト高の影響

もあり前年同期比▲７．８％となっている（上

期で同▲２６．６％、下期計画で同＋１４．３％）

が、下期以降経済活動が正常化に向かうなか

で持ち直しの動きが期待される。（図表２３）

２０２２年度を展望すると、前述した大型投資

案件の進行に加え、省力化投資や脱炭素関連

投資、IT関連投資なども一定程度は続くとみ

られる。年度後半にかけて企業利益が持ち直

すことによって、これまで先送りされてきた

投資が実施され、設備投資額の押し上げに寄

与しよう。

一方で、日本銀行が発表している「企業物

価指数（速報）」は、石油製品や鉄鋼が押し

上げ要因となり、２０２２年６月には前年同月比

が＋９．２％まで上昇している。また、資源価

格の上昇に加えて足元では円安が進行してお

り、同月の輸入物価の上昇率は円ベースで前

年同月比＋４６．３％となっている（図表２４）。

企業が仕入価格の上昇を販売価格に転嫁でき

なければ、回復見通しにある企業利益を下押

しし、企業物価の上昇が設備投資回復の重石

２０２１年度
実績

２０２２年度
計画 増減率

全産業 ２，９８５ ３，６３３ ２１．７

（除く電力） （２，５５３） （２，４２３） （▲５．１）

製造業 ７６５ ７４７ ▲２．４

非製造業 ２，２２０ ２，８８７ ３０．０

（除く電力） （１，７８８） （１，６７６） （▲６．２）

２０２１年度 ２０２２年度

上期 下期 通年 上期
（計画）

下期
（計画）

通年
（計画）

全産業 １９４．４ ５．６ ６１．７ ▲２６．６ １４．３ ▲７．８

製造業 ５２．５ ０．７ ２２．５ ▲３．０ １３．７ ４．９

非製造業 ５２９．９ ９．０ １００．５ ▲４０．１ １４．８ ▲１５．５

図表２１ 図表２３２０２２年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

企業の経常利益の動向（北海道）
（前年同期比、％）

（資料：日本政策投資銀行「北海道地域設備投資計画調査」） （資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」）

図表２２ 図表２４設備投資実施企業の割合 物価・為替相場の推移

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」） （資料：日本銀行）
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となる懸念もある。

総じてみれば、２０２２年度の設備投資は前年

を上回ることが見込まれる。

この結果、設備投資は、実質成長率

０．９％、名目成長率３．６％と予測する。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２０２２年

４～６月の累計金額は前年を▲６．２％下回っ

て推移している。２０２２年度の北海道開発事業

費（当初予算）は前年比＋０．１％と横ばいと

なったが、当初予算と補正予算を合わせた１６

か月予算では、補正予算に計上される国土強

靭化関連予算が前年を下回ったため、前年比

▲６．４％と大幅な減少となった。

一方で、２０２２年度の北海道新幹線の建設事

業費は、工事の本格化が進むことから前年比

＋４２．１％となる１，３５０億円が配賦された。ト

ンネルの掘削工事が全工区で開始したほか、

地上・高架区間についても発注が進められて

いる。２０３０年度末の開業予定に向けて、今後

公共投資における北海道新幹線の存在感はさ

らに大きくなっていくことが見込まれる（図

表２５、２６）。また、近年では各自治体の庁舎

などの建て替え工事も進められている。

これらのことから、北海道開発事業費は減

少するものの、北海道新幹線の建設事業費

や、庁舎などの建て替え需要により、前年を

下回りながらも高水準を維持すると見込んで

いる。

この結果、公共投資は、実質成長率▲

３．６％、名目成長率▲１．３％と予測する。

（６）財貨・サービスの移出入（純）

（Ａ）移輸出

財の輸出額は、２０２２年４～６月の貿易統計

（函館税関）をみると、「魚介類・同調製品」

「自動車の部分品」などが増加し、前年を

１９．６％上回って推移している。

２０２２年度を展望すると、OECDやIMFによ

る世界経済予測では、世界経済は引き続きプ

ラス成長が見込まれており、外需の回復に

伴って輸出額も増加が見込まれる。もっと

も、世界経済の見通しは、足元で下振れリス

クが増大しており、同機関による２０２２年度の

世界経済の成長率予測は、ウクライナ紛争発

生前に比べて１．２～１．５％ポイント引き下げら

れた（図表２７）。ウクライナ紛争の長期化に

より資源価格や穀物価格が上昇しており、こ

れが世界的な物価高を招いている。高インフ

レに対応するため、米国をはじめ主要先進国

は、金融政策を引き締めに転じている。ま

た、中国では、感染再拡大とロックダウンに

よる経済活動の停滞を受け、成長率が鈍化し

図表２５ 図表２６公共工事請負金額（北海道） 整備新幹線事業費

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２０２２年度は当行推計） （資料：国土交通省資料などを基に作成、２０２２年度は当行推計）
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ている。中国経済の混乱は、サプライチェー

ンを通じて周辺諸国にも影響を及ぼしてお

り、中国を含めた対アジア向け輸出の重石と

なっている。これを受けて、道内からの財輸

出についても年度後半にかけて増勢が鈍化す

ることを見込んでいる。

国内向けの財の移出は、コロナ禍の影響に

よって大幅な落ち込みのみられた飲食店や学

校給食向けの水産加工品や生乳が、行動規制

の緩和などによって持ち直している。主要な

移出先である首都圏の需要は、感染状況によ

り変動するものの、国内向けの財の移出は前

年上回りを見込んでいる。

サービス輸出は、中心であるインバウンド

消費が、２０２０年４月以降コロナ禍の影響に

よって外国人観光客の入国が制限されたこと

により蒸発した状況が続いていた（図表

２８）。もっとも、本年６月１０日からは、外国

人観光客の受け入れが再開されている。当面

はパッケージツアーに限定した受け入れとな

るものの、新千歳空港においても２年３カ月

ぶりに国際線定期便の発着が再開したこと

で、サービス輸出は持ち直しの動きが見込ま

れる。

サービス移出についても、来道客数は、コ

ロナ禍以前である２０１９年の同期と比較すると

３２．８％下回り、依然として低水準に止まって

いるものの（図表２９）、２０２２年４～６月は前

年を１２２％上回って推移している。２０２２年度

については、道や各市町村による観光推進策

や、全国旅行支援の開始などが計画されてお

り、道外客による観光消費額も持ち直しが見

込まれる。

総じてみれば、道内からの移輸出は前年を

公表機関 公表日 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

OECD

１２／１ 前回
２０２１ ５．６ ５．６ ５．２ ８．１
２０２２ ４．５ ３．７ ４．３ ５．１

６／８
今回

２０２１ ５．８ ５．７ ５．３ ８．１
２０２２ ３．０ ２．５ ２．６ ４．４

前回からの
変化幅

２０２１ ０．２ ０．１ ０．１ ０．０
２０２２ ▲１．５ ▲１．３ ▲１．７ ▲０．７

IMF

１／２５ 前々回
２０２１ ５．９ ５．６ ５．２ ８．１
２０２２ ４．４ ４．０ ３．９ ４．８

４／１９ 前回
２０２１ ６．１ ５．７ ５．３ ８．１
２０２２ ３．６ ３．７ ２．８ ４．４

７／２６
今回

２０２１ ６．１ ５．７ ５．４ ８．１
２０２２ ３．２ ２．３ ２．６ ３．３

前々回からの
変化幅

２０２１ ０．２ ０．１ ０．２ ０．０
２０２２ ▲１．２ ▲１．７ ▲１．３ ▲１．５

図表２７ 図表２９２０２１年・２０２２年世界経済見通し
（実質GDP、年間の増減率％、ポイント）

利用交通機関別の来道客数

（資料：OECD、IMF） （資料：�北海道観光振興機構）

図表２８ 図表３０道内への外国人入国者数 貿易動向

（資料：法務省入国管理局） （資料：函館税関）

２０２２年度北海道経済の見通し
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上回ることが見込まれ、道内総生産（実質）

を押し上げよう。

（Ｂ）移輸入

財の輸入額は、２０２２年４～６月の貿易統計

（函館税関）をみると、「原油・粗油」「石

炭」「魚介類・同調製品」などが増加し、前年

を５２．８％上回って推移している（図表３０）。

輸入数量も、「原油・粗油」などのエネル

ギー資源を中心に前年から増加している。

２０２２年度を展望すると、コロナ禍からの回

復に伴う道内の経済活動活発化によって、道

内需要（中間需要・最終需要）は増加が見込

まれる。もっとも、資材価格の高騰が重石と

なり実質ベースでの伸びは当初見通しを下回

ろう。

物価の影響を取り除いた実質額で比較する

と、輸出の伸びが輸入の伸びを上回り、移輸

出額から移輸入額を差し引いた財貨・サービ

スの移輸入（純）はプラス成長となろう。

この結果、財貨・サービスの移出入（純）

は、実質成長率６．４％、名目成長率▲１７．９％

と予測する。

３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農業耕種部門の米は、農林水産省が公表し

た２０２２年度の全国の適正生産量が面積換算で

約３％の減産となっている。北海道において

も、北海道農業再生協議会水田部会の調査に

よれば、主食用米の作付意向は前年比▲

５．６％の見込みとなっており、減産が予想さ

れる。また、在庫過剰の状況にあることから

価格の上昇は見込みにくく、生産額は減少が

見込まれる（図表３１）。小麦は、令和４年産

の民間流通麦の落札価格をみると、北海道産

は全銘柄で前年の価格を下回っており、生産

額は減少が予想される（図表３２）。野菜類

は、２０２１年度のような天候不順がなければ、

収穫量や価格は平年並みに戻ることが予想さ

れる。

畜産部門では、生乳生産量は脱脂粉乳など

の在庫の増加を背景に、北海道農協・畜産対

策本部委員会にて生産抑制方針が決められた

ことから、年度後半にかけて生産量の伸びは

鈍化することが見込まれる（図表３３）。ただ

し、足元では生産コストの増大を受けて、生

産者団体と乳業メーカーとの間で生乳の価格

改定交渉が進められており、生産額の押し上

げ要因となろう。肉用牛については、飼料価

格の高騰や軟調な枝肉相場による先行き不安

から、肥育農家の間で子牛の導入意欲が鈍っ

ており、生産額も減少が見込まれる（図表

３４）。総じてみれば、農業の総生産は前年比

図表３１ 図表３２米の相対取引価格 播種前入札における民間流通麦
（北海道産）の指標価格推移

（資料：農林水産省）
※「道内３銘柄平均」は、「ななつぼし」「ゆめぴりか」「きらら
３９７」の価格を各月の取引数量によって加重平均したもの。 （資料：一般社団法人 全国米麦改良協会）

２０２２年度北海道経済の見通し
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▲１．０％となろう。

林業は、ウッドショックの影響が長期化す

る中で、ウクライナ紛争の影響を受けて国際

的に木材需要が引き締まっていることから、

道産材についても価格の上昇が見込まれる

（図表３５）。木造の新築住宅の着工戸数は前年

下回りを見込むが、道内の製材・チップ工場

における原木の入荷は堅調に推移しているこ

ともあり、総じてみれば林業の総生産は前年

比＋３．５％となろう。

水産業は、主要魚種であるホタテガイはへ

い死被害などが起きなければ順調な水揚げが

見込まれる。前年の好漁に比べると生産量は

減少するとみているが、単価の高い輸出向け

が堅調に推移していることから、昨年に続く

高水準での推移が見込まれる。秋サケは、来

遊数が前年を上回る見通しとなっており、漁

獲量も増加すると見込まれる。一方、サン

マ・イカなどは海水温の上昇や資源の減少な

どを背景に不漁が続く見込みにあり、前年並

みの漁獲量を想定した。２０２１年度に発生した

赤潮による環境の変化や、日ロ関係の悪化に

伴うロシア水域での操業不安などが重石とな

るが、総じてみれば水産業の総生産は前年比

＋１．８％となろう。

この結果、一次産業の総生産（名目）は前

年比▲０．３％と予測する。

（２）二次産業

製造業をみると、「食料品工業」は生乳の

需給調整や、主要な輸出先である中国におけ

るロックダウンなどの下押し要因を内包して

いるものの、飲食店などの道内外需要の増加

に伴って、生産額の増加が見込まれる。「パル

プ・紙・紙加工品」は、工場の撤退に伴う生

産能力の低下に加え、コロナ禍での紙需要の

減少から、生産額の減少が見込まれる。「輸送

用機械」は、半導体不足が下押し要因となる

が、国内外の各自動車工場が挽回生産を進め

る中で、生産額の増加が見込まれる。総じて

みれば、製造業の総生産は前年比＋０．３％と

なろう。

建設業をみると、住宅では、建設コストの

上昇によって新規住宅取得にかかる費用が増

図表３３ 生乳生産量（北海道）

（資料：農林水産省「牛乳乳製品統計」）
※各月の日数で割った１日当たりの値

図表３４ 図表３５黒毛和種 １頭当たり販売金額 木材価格の推移（全国）

（資料：ホクレン「肉牛市場情報」） （資料：農林水産省「木材価格統計調査」）

２０２２年度北海道経済の見通し
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加しており、新築住宅着工戸数は前年下回り

を見込む。民間設備投資では、再生可能エネ

ルギー関連の投資や、デジタル化関連のソフ

トウェア投資、札幌市中心部の再開発事業の

進展などが押し上げ要因となり、前年上回り

が見込まれる。公共工事では、補正予算と合

わせた北海道開発予算の１６か月予算は前年を

下回っており、前年下回りでの推移が見込ま

れる。総じてみれば、建設業の総生産は前年

比▲１．３％となろう。

この結果、二次産業の総生産（名目）は前

年比▲０．５％と予測する。

（３）三次産業

卸売・小売業では、前年の巣ごもり需要の

剥落などからスーパー等の販売額は前年下回

りが予想されるものの、人出の回復を背景に

百貨店販売額は前年上回りが見込まれる。経

済活動の回復により、総生産は前年を上回ろ

う。もっとも、供給制約に伴う新車販売不振

の長期化や、足元でみられている感染拡大な

どが下押し要因となろう。

観光関連産業である宿泊・飲食サービス業

や旅客運輸業では、過年度の行動制限の反動

によるペントアップ需要が押し上げ要因とな

り、総生産は前年を上回ろう。また、７月に

は道内で２年４か月ぶりとなる国際線の定期

路線が、新千歳空港と韓国の仁川国際空港と

の間で再開されたことから、今後はインバウ

ンド客も緩やかに回復するものと見込んでい

る。

保健衛生・社会事業では、２０２２～２０２５年度

にかけて団塊の世代が後期高齢者となること

から医療費・介護費のさらなる増加が想定さ

れることに加えて、コロナ禍による受診控え

も和らぎ前年上回りが見込まれる。

その他のサービス業についても、前年や

前々年のような大規模な行動制限が課されな

ければ、コロナ禍で落ち込んだ対面型のサー

ビス業を中心に持ち直しの動きが続くことが

見込まれる。

この結果、三次産業の総生産（名目）は前

年比＋２．５％と予測する。

２０２２年度北海道経済の見通し

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号

ｏ．３１３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０２１　２０２２北海道経済見通改  2022.08.24 17.08.23  Page 19 



統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２０２０年度

（実績見込み）

２０２１年度

（実績見込み）

２０２２年度

（見通し）
２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

民間最終

消費支出

１１３，４３３

（△４．０）

１１５，６９８

（２．０）

１２１，０５４

（４．６）
△３．９ ２．２ ２．７

政府最終

消費支出

４０，８３１

（１．２）

４１，７４２

（２．２）

４２，３５２

（１．５）
２．０ １．２ ０．１

総固定

資本形成

４１，５３４

（１．７）

４１，６８１

（０．４）

４１，７３５

（０．１）
１．５ △３．２ △２．５

住宅投資

設備投資

公共投資

７，３７０

（△２．６）

１５，６８４

（△１．４）

１８，２１４

（６．１）

７，６５６

（３．９）

１５，０８７

（△３．８）

１８，６７１

（２．５）

７，４１０

（△３．２）

１５，６２９

（３．６）

１８，４３１

（△１．３）

△３．２

△１．０

５．８

△３．１

△６．０

△０．９

△７．２

０．９

△３．６

財貨・サービ

スの移出入

（純）

△１１，７２７

（△５１．２）

△１３，２９９

（△１３．４）

△１５，６７６

（△１７．９）
△１０５．７ １５．６ ６．４

道内総生産

（支出側）

１９７，１２６

（△３．７）

１９８，８７７

（０．９）

２０２，５５５

（１．８）
△４．４ １．９ １．８

※統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

△２．３

０．４

０．３

１．３

０．３

△０．７

１．６

０．０

△０．５

住宅投資

設備投資

公共投資

△０．１

△０．１

０．５

△０．１

△０．５

△０．１

△０．２

０．１

△０．３

財貨・サービスの移出入

（純）
△２．９ １．０ ０．６

道内総生産（支出側） △４．４ １．９ １．８

※統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

２０２２年度北海道経済の見通し
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
名 目 値 前 年 度 比 伸 び 率

２０２０年度
（実績見込み）

２０２１年度
（実績見込み）

２０２２年度
（見通し）

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，６３２

６，０６７

２４７

１，３１８

７，７５０

５，８４６

２５９

１，６４５

７，７２８

５，７８６

２６８

１，６７４

△３．５

△０．８

△４．６

△１４．３

１．５

△３．６

５．０

２４．８

△０．３

△１．０

３．５

１．８

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３４，９１２

２７７

１８，３４４

１６，２９１

３５，５８７

２５５

１８，７０２

１６，６３１

３５，４０３

２２９

１８，７６５

１６，４１０

△２．０

０．４

△４．３

０．７

１．９

△８．２

２．０

２．１

△０．５

△１０．２

０．３

△１．３

三次産業

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

卸売・小売業

運輸・郵便業

宿泊・飲食
サービス業

情報通信業

金融・保険業

不 動 産 業

専門・科学技術、
業務支援サービス業

公 務

教 育

保健衛生・
社会事業
そ の 他 の
サービス

１５２，７７１

７，４７６

２６，７５２

１２，０９８

３，４７４

５，９７４

６，８０４

２２，４２０

１４，７５７

１４，３１０

７，９１９

２２，６９６

８，０９２

１５３，７１３

６，９２５

２７，２４９

１２，３９７

３，７１７

６，０３２

６，８５３

２２，６４４

１４，７２９

１４，２９２

７，９９７

２２，８０１

８，０７７

１５７，５６３

６，８８１

２８，０４１

１３，７９９

４，４３６

６，２０２

６，９２４

２２，４６２

１４，８４２

１４，２７５

７，８８０

２３，４９８

８，３２４

△４．０

３．９

△２．９

△２０．６

△３３．０

△２．４

２．２

△１．１

△０．９

０．１

△３．７

△０．６

△３．３

０．６

△７．４

１．９

２．５

７．０

１．０

０．７

１．０

△０．２

△０．１

１．０

０．５

△０．２

２．５

△０．６

２．９

１１．３

１９．３

２．８

１．０

△０．８

０．８

△０．１

△１．５

３．１

３．１

道内総生産

（生産側）
１９７，１２６ １９８，８７７ ２０２，５５５ △３．７ ０．９ １．８

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

２０２２年度北海道経済の見通し

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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SDGsバッジ：HUFFPOST日本版より

１．はじめに

最近、１７色の丸いバッジをジャケットに着けている人を、街中や地下鉄内等でよく見かけま

す。企業勤めの人も、金融機関の職員も、行政で働く人も、実に多くの方々が着けています

（バッジはネット通販でも簡単に購入できます）。カラフルな１７色の、それぞれの色が示すのは

“世界をよりよくするためのゴール”その１７のゴールをSDGs（エス・ディー・ジーズ）といいま

す。いまさら「SDGs」とは何？と人に聞けないと思われている方も、安心してください。これ

から、そもそも「SDGs」とは何か、道内中小企業や小規模事業の経営者の方々の参考となると

思われる北海道内企業の実践事例を見ながら、取り組み等について紹介させていただきます。

２．そもそも「SDGs」とは何か

SDGs（エス・ディー・ジーズ）は、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」

の略称で、２０１５年９月に国連サミットで採択された２０３０年まで続く国連目標です。『地球上の誰一

人として取り残さない持続可能な世界』を実現するために、“世界を変えるための１７の目標”が

掲げられています。１７の目標は、次の項目で１７色の色分けがあります。

①貧困をなくそう

②飢餓をゼロに

③すべての人に健康と福祉を

④質の高い教育をみんなに

⑤ジェンダー平等を実現しよう

⑥安全な水とトイレを世界中に

⑦エネルギーをみんなに そしてクリーンに

いまさら聞けない「SDGs」と北海道内企業の実践事例について
NAKATA OFFICE
代表 中田和則

経営のアドバイス
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⑧働きがいも 経済成長も

⑨産業と技術革新の基盤をつくろう

⑩人や国の不平等をなくそう

⑪住み続けられるまちづくりを

⑫つくる責任 つかう責任

⑬気候変動に具体的な対策を

⑭海の豊かさを守ろう

⑮陸の豊かさも守ろう

⑯平和と公正をすべての人に

⑰パートナーシップで目標を達成しよう

３．北海道内企業の取り組み事例

【事例１】北海道コカ・コーラボトリング 株式会社

北海道を主な販売地域として、飲料の製造及び販売をしている代表企業として、北海道コカ・

コーラボトリング株式会社の事例を見てみましょう。同社は「環境」「社会」「経済」の３つを軸に

重点課題を定め、社会課題解決に貢献しています。

『環境』

●温室効果ガス（GHG）排出量削減（省エネと再生エネルギー利用等）

工場やオフィス等や車両だけでなく、購入するエネルギーやバリューチェーンにおけるす

べてのCO２の排出量を、２０３０年までに１２１，３８０トン削減することを目標としています。

●旗艦製品を１００％リサイクルPETボトルに

２０２１年５月から、それまでの「い・ろ・は・す天然水」に加え、「コカ・コーラ」、「コ

カ・コーラ ゼロシュガー」などの主要製品を、１００％リサイクルPETボトルに切り替えて

います。
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北海道コカ・コーラボトリング�『サスティナビリティレポート２０２２』より

●北海道の水資源保護活動の推進

自然の営みの根源である水資源の持続的な活用を図りながら、次世代の北海道のため水資

源保護活動の推進を行っています。

『社会』

●地域の課題解決や地域活性化を支援

寄付型自動販売機（環境、医療、スポーツ、盲導犬応援等）を、４５種類約１，８００台設置し

ており、売上金の一部を地域の社会課題解決に役立てています。

地域のこども食堂や生活困窮者支援団体などへ、北海道内のフードバンクを通じて製品寄

贈を実施しています。また北海道全体がスポーツで活性化するように「北海道日本ハムファ

イターズ」、「北海道コンサドーレ札幌」、「レバンガ北海道」を応援し支援活動を展開してい

ます。

●安全安心への取り組み

北海道エアポート株式会社と災害時連携協定を締結、災害・雪害時等の販売用飲料水提供

などに加え、「電光掲示板付き災害対応型自動販売機」、マスクなど衛生用品の自動販売機を
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設置する他、デジタルサイネージを設置し、千歳市と連携した防災情報の発信を行っていま

す。

「災害時における飲料の供給等防災に関する協定」を北海道と結んでおり、災害時には遠

隔操作により機内の飲料を無料で提供できる「フリーベンド」の機能を備えた自動販売機を

設置（現在道内約１，３００台）し、電光掲示版からは災害情報を発信しています。

『経済』

●新型コロナウイルス感染症への取り組み

「さわやかさと潤いを提供する」を社会的使命とし、医療従事者への製品や衛生用品の寄

贈、自動販売機の抗ウイルス・抗菌施工を進めています。

●ワークとライフの充実

同性パートナーに対応した社内規定の整備を実施。「D&I推進について」「LGBTQについ

て」「障がい者差別について」「ハラスメント防止」などをテーマとした研修を実施し、多様な

人材が個々の違いを受け入れ、「ワーク」と「ライフ」の充実をコンセプトとした働き方改

革を推進しています。

【事例２】株式会社 福地建装

次に紹介するのは、蓄電池・高性能ガラスの開発・導入やノンフロン断熱材の使用を推進して

いる、住宅建築会社：株式会社 福地建装です。同社は、東京都で創業後、北海道北斗市に移転

しました。SDGsに取り組むきっかけは、SDGsを建築産業全体で推進していくための方策を研究

している法政大学の川久保教授との共同研究でした。「誰一人取り残さない社会の構築」という理

念に共感し、２０１６年にSDGs宣言、２０１８年にはグループとしてSDGs宣言を行いました。

独自の気密・断熱性能と空気循環が特徴の「ファース工法＝エコ電化専用住宅工法」は、現

在、フランチャイズ方式により全国２００社の工務店が加盟するようになりました。

●高性能・健康住宅の研究開発

同社では、環境性能に優れた住宅・建築物は人々の健康維持を増進するため、保湿効果、

PM２．５対策、カビ低減効果などの研究開発を常に行い、その成果を全国の加盟工務店に配信

しています。

●低炭素化と省エネ推進

低炭素住宅、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、LCCM住宅の普及を通じて、

建築分野の低炭素化を推進しています。また、蓄電池・高性能ガラスの開発・導入、ノンフ

ロン断熱材の使用など、省エネ部材の利用も促進しています。
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の概要：株式会社福地建装HPより

積丹スピリットのジン「火の帆」

●有限な資源の浪費抑制と効率的な資源利用

地場産材、合法木材を利用することで、過剰・異常伐採を防ぎ、持続可能な森林保持を目

指すとともに、長期優良住宅、LCCM（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅の普

及により、建築物の長寿命化を進め、有限な資源の浪費抑制、効率的な資源利用を推進して

います。

●新技術の普及活動と教育

加盟工務店向け研修会、協力工事店向け研修会、当社従業員向け学習機会提供（OFF-

JT）を通じて、新技術を広める教育にも力を入れています。

【事例３】株式会社 積丹スピリット

３番目の事例は、SDGsに取り組む創業企業に金融機関が出資し、起業段階から経営支援を継

続している事例です。「株式会社 積丹スピリット」は、農林水産業のコンサルタントであった岩

井宏文社長が２０１８年に創業。北洋銀行の「SDGs推進ファンド」の出資を活用し、ジン製品を製

造するための蒸留所を完成させました。その製品は「東京ウイスキー＆スピリッツコンぺティ

ション２０２２」で金賞を受賞するなど高い評価を受け、全国的に大きな注目を浴びています。
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●耕作放棄地を再生、環境資源の活用

岩井社長は、積丹の地形、気候が英国・スコットランドと似ていることから、ジンの製造

の肝となるボタニカル（ハーブ、スパイス、果皮など香りのもとになる植物）の栽培や蒸留

に適しているのではないかとの関係者のアイデアに着目し、積丹町が所有する耕作放棄地を

活用したジンのボタニカル生産を開始しました。また、畑を耕す際、機械作業ではなく、馬

を活用して整地作業を進めることで、馬も資源の一つとして捉え、観光につなげる取り組み

も行っています。

●自治体も含めた「対話」による住民理解

積丹町の経済産業団体の「積丹町地域活性化協議会」等を活用しながら、地域住民や議

会、関係者との「対話」を重ね、住民理解を図ってきました。

●地域観光振興と地域活性化

積丹町は、夏場のウニ漁が盛んな時期以外の誘客が行われていませんでした。ジンの蒸留

体験や圃場でのボタニカルツアーといった体験ツアーを計画。産官金でジン販売を通じての

観光振興、関係人口の創出、地域経済や域内資金の循環、地域活性化に取り組んでいます。

【事例４】NPO法人 森の生活（下川町）

最後の事例は、SDGsへの取り組みで地域の活性化を進めている事例です。人口３千人台の上

川管内下川町では、町と「NPO法人 森の生活」を中心に、面積の８８％を占める森林資源を活か

して「森林保全」や「環境教育」を行政・住民と一体で取り組んでいます。この取り組みは、政

府の第１回ジャパンSDGsアワードで最高賞のSDGs推進本部長（内閣総理大臣）賞を受賞し、下

川町はSDGs未来都市にも選定されています。

●下川版SDGsの取り組みと高い熱自給率

下川町は、輸入自由化による木材価格の下落や下川鉱山の休山、名寄線の廃止などで人口

が流出、１９８０年に人口流出率が道内一になり町の存続が危ぶまれる危機に陥りました。そこ

で力を入れたのは、もともと地域にある森林資源の活用です。

限界集落地区であった一の橋地区を、町の「集落再生モデル地区：バイオビレッジ」と名

付け、地域２６戸の町営住宅や障害者支援施設などの暖房・給湯に、間伐材のチップを燃やす

木質バイオマスボイラーの熱を利用。さらにバイオマスの熱を利用したビニールハウスで、

おがくずを固めたシイタケの菌床栽培を開始。現在では、年間１００トン近く出荷しています。
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シイタケの菌床栽培：下川町特用林産物栽培研究所Facebookより

広葉樹のオーダーメードテーブル

バイオマス利用はバイオビレッジだけではなく、町内全体の熱エネルギーの５６％を賄って

おり、公共施設に限れば重油や灯油の削減効果は年間３８００万円です。

国連でSDGsが採択された２０１５年に就任した谷一之町長は、下川版SDGsを住民と一緒に話

し合い、取りまとめ「全国一SDGsが町民に根差した町」を自負しています。

●森の製品開発販売事業

NPO法人 森の生活（麻生翼代表）では、下川の森から生まれた製品を販売し、森のある

暮らしを提案すると同時に、これまで有効活用されてこなかった広葉樹を中心に、木工用材

の供給や製品開発に取り組んでいます。

●森のまちづくり事業

さらに、NPO法人 森の生活では、雑木林「美桑が丘」や「五味温泉体験の森」の管理運営

を行い、住む人、訪れる人、どちらにとっても魅力ある、森を活かした地域づくりに取り組

んでいます。また、行政と市民の協働や対話、住民自治の促進に関する活動も行っています。

●森の体験事業・伝える事業

人々が下川に滞在しながら様々な交流や体験を楽しむために、地域交流施設「森のなか
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小学４年生の森林環境教育

ヨックル」および併設の「ヨックルガーデン」を管理運営し、子供から大人まで、森で遊

び、学ぶ機会を提供し、次世代へ森の体験を伝える活動も行っています。

４．おわりに

筆者は、９０年代バブル崩壊を受け、当時、勤務していた金融機関の破綻後に、政府系金融機関

で長年にわたり経営支援を実践してきました。定年退職後、２つの大学院で経営管理と財務会計

を学び直し、現在は経営コンサルタントとして、公的機関で道内中小企業の経営支援業務を行

い、セミナー講師、大学等で教育活動も行っています。４つの事例以外の数多くの中小企業、小

規模事業者や個人経営者が未来に向けて「持続可能性」を真剣に考えて活動している例を数多く

見て、また経営支援活動を行ってきました。

SDGsの取り組みといっても、遠いグローバルな目標ではありません。今取り組んでいるこ

と、これまで会社として大事にしてきたこと、また本業自体の見せ方を社会的貢献的にしていく

という対外的なPR活動やブランディングをしていくといった、もっと身近な、第一歩から始め

てもいいと思います。SDGsの取り組みが、現在のコロナやウクライナ問題といった外的危機

や、今後、未来に起こりうる社会的な大きな逆風や荒波を乗り越えていく羅針盤になればいいと

願っています。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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はじめに

新型コロナウイルス感染症の流行等による既存販路の縮小などが長期化しており、企業活動を

取り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。一方で、国内では、６月から外国人の入国制

限が緩和されたほか、道内では、３年ぶりに「よさこいソーラン祭り」が開催されました。当会

においても、３年ぶりに「北海道産品取引商談会（札幌会場）」を開催するなど、徐々にではあ

りますが、Withコロナ時代の経済が動きつつあると感じています。

当会では、企業の新たな販路拡大に向けた様々な事業を行っておりますが、本稿では、その中

から、最近の急速な円安進行により、海外バイヤーからの需要が高まると期待される「海外販路

拡大事業」についてご紹介いたします。

１．一般社団法人北海道貿易物産振興会について

まずは、当会の概要についてご紹介いたします。当会は、「北海道の貿易振興と道産品の販路

拡大」を目的に昭和３９年（１９６４年）に設立しており、平成２５年（２０１３年）には一般社団法人に移

行し、その目的を達成するために、次のような事業を実施しております。

① 北海道の貿易振興に資する商談会の開催及び参加、関係機関との連携及び協力

② 道産品の展示商談会、物産展の開催及び参加

③ 道産品に関する調査研究、情報収集及び情報発信

④ 道産品の宣伝刊行物の作成及び配布

⑤ 道から委託を受けた商品展示室、貿易相談所などの運営
あっせん

⑥ 道産品の取引の斡旋、紹介

⑦ 道産品アンテナショップの運営

＊ 国内店舗：北海道どさんこプラザ札幌店（JR札幌駅西通り北口）、あべのハルカス店

（大阪府）、倶知安サテライト店、湯川サテライト店

＊ 海外店舗：シンガポールミレニアウォーク店、シンガポールグレートワールドシティ

店、バンコク店

⑧ その他法人の目的を達成するために必要な事業

アジアニュース

「海外販路拡大のススメ」
北洋銀行 国際部 海外展開支援グループ
一般社団法人北海道貿易物産振興会派遣

荒木 陽佑
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札幌店 バンコク店 シンガポール
ミレニアウォーク店

２．海外事業の紹介

次に、海外事業のうち、「海外アンテナショップの支援機能強化による販路拡大推進事業」に

ついてご紹介いたします。

本事業では、道産食品のタイ、シンガポールへの輸出をさらに拡大させるため、現地の「どさ

んこプラザ」を活用した「テスト販売」や、「どさんこプラザ」が入居する店舗と連携した「北

海道フェア」、現地バイヤーとの商談会の開催などに取り組んでいます。

以下では、昨年実施した事業の概要についてご紹介いたします。

（１）テスト販売

シンガポール（２店舗）及びバンコク（１店舗）の「どさんこプラザ」では、海外への販

路拡大を目指す生産者の「新商品」を概ね３か月間販売し、その売れ行きを調査しました。

対象商品の出品数量、告知用商品画像・販促POPなどを参加事業者と調整のうえ、輸出手続

きを行うとともに、来店客へのPRのために、各店にテスト販売商品コーナーを設け、専用

のPOPを掲示しています。

また、販売終了後には、来店客の反応や海外プラザ各店に配置している「テスト販売アド

バイザー（各店店長）」の意見等を取りまとめ生産者にフィードバックしました。

お客様の様々な反応と実際の購買動向をベースに、商品ごとに販売促進のための改善点

＜テスト販売商品・販売結果報告書：例＞ ※ 改善が望ましい事項は、〇印で表示
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や、現地の物価や所得に対する価格設定の妥当性、競合する現地商品との比較等を取りまと

めたレポートを四半期に一度のペースで作成し、情報提供しています。

（２）卸・あっせん先の開拓

タイ及びシンガポールにおいては、その国のマーケットに精通した現地の方を「北海道食

材卸・あっせんサポーター」として委嘱し、道産食材のPR及び販路の拡大を図るための

セールス活動を実施しています。

また、サポーターの役割は、以下のとおりとなっています。

① プロモーション・セールス

・ 当法人から依頼を受けた商材の取引先への周知及びセールスの実施

・ 当法人と連携した取引の仲介

② マーケット情報取集

・ 現地で求められる商材情報の取集及び当法人への報告

③ 商談会終了後のフォロー

・ 商談会参加企業の商材に興味を持ったバイヤーに対し、成約件数の増加と継続取引を図

るため売り込みを継続実施

④ 生産者に対する助言・フォロー

・ 各国で販路を拡大するための商品、パッケージ等の改善に関するアドバイスを実施

・ 同行セールス等、生産者が渡航して行うセールスへの支援

⑤ 活動報告

・ 月１回程度マーケット情報の提供を求めるほか、四半期毎に活動成果の報告を実施

（３）商談会の実施

道産食品の輸出をさらに加速させるため、シンガポール及びタイにおいて商談会を開催

し、対象国への輸出を目指す生産者を支援しています。

その開催に当たっては、卸・あっせんサポーターの意見を伺いながら、北海道庁の水産や

農政の関係部署などと連携の上、現地で求められる商材を選定するとともに、開催後におい

ても商談の成約に繋がるよう、サポーターが継続して商品の売込みを展開しています。な

お、商談会に関しては、できるだけ多くのバイヤーの皆さまに、道産品の素晴らしさを実感

していただくため、「展示型商談会」というスタイルで実施しています。また、タイに関し

ては、輸入業者からタイ国食品医薬品承認局（FDA）へ商品の事前登録が必要となることか

ら、その登録に必要な時間を考慮して準備を進めています。

（４）フェア（物販）の実施

シンガポール及びタイでは、「北海道どさんこプラザ」を活用し、道産品を現地消費者に

直接PRする「北海道フェア」を開催しています。開催に当たっては、多くの誘客を図るた
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め、どさんこプラザが入居する商業施設が実施する各種

フェア等の時期に合わせています。

また、その広報については、新聞広告（シンガポール）

をはじめ、フリーペーパーでの広告や店内チラシ、SNSに

よる発信などを実施しているほか、各種フェアを開催する

商業施設と連携した広報活動にも取り組んでいます。

３．海外どさんこプラザテスト販売について

これまで当会で実施している「海外販路開拓事業」について簡単にご紹介いたしました。次

に、海外販路拡大に向けた取組の第一歩として、シンガポール２店舗とバンコク店で実施してい

る「海外どさんこプラザテスト販売」についてご紹介いたします。

「北海道どさんこプラザ」は、販路拡大・商品開発などに取り組む道内企業の方々を応援する

ための北海道の公式アンテナショップという位置づけであり、テスト販売では、新商品を３カ月

間、どさんこプラザで販売し、その過程で得られた情報をマーケティング活動に役立てていただ

いています。売上が好調な商品については、さらに３カ月間テスト販売を継続するほか、売上の

上位商品については、定番商品として引き続き販売します（一部店舗のみ）。また、販売期間の

終了後には、店から商品の評判や評価などのアドバイスが受けられ、商品の改良後に、テスト販

売に再チャレンジすることができます。

海外への輸出となると一見難しいものと思われますが、当会では「間接貿易」という形で輸出

の支援を行っています。商品は国内渡し（横浜や大阪での納品）で、代金は日本円で当会からお

支払いするため、「直接貿易」と比べて輸出のハードルが低くなっています。なお、国によって

は、輸出入規制等で販売禁止とされる品目や、輸入に際しライセンスの取得が義務づけられてい

る食品等がありますので、ご検討の際には、当会へご確認ください。

「海外どさんこプラザ」が実施するテスト販売への出品をきっかけに、海外という新たな販路

拡大を試みてはいかがでしょうか。

終わりに

北海道貿易物産振興会では、国内外での新たな販路開拓拡大を支援しております。また、シン

ガポール、バンコクそれぞれに精通した担当者がおりますので、お気軽にご相談ください。ま

た、北洋銀行国際部では、海外輸出・進出をご希望されるお客様へ様々なソリューションをご用

意しております。海外ビジネスについてのご希望がございましたら、お気軽に支店担当者、また

は国際部海外展開支援グループにご相談ください。

北海道フェアの様子
（バンコク店）
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年４～６月 ８９．３ ２．５ ９６．５ ０．２ ９１．６ ４．２ ９５．３ ０．８ ８７．０ △１．８ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．１ ０．９ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．２ １．４ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．４ △４．１ ９４．９ ０．２ ８６．９ △４．９ ９２．４ ０．２ ８９．１ １．０ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８９．０ ３．０ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．７ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 ９３．１ △２．７ ９２．０ △１．０ ９９．６ △１．３

２０２１年 ７月 ９２．６ ２．４ ９８．１ △０．８ ９３．４ １．４ ９６．１ △０．４ ８７．４ ０．５ ９５．４ △０．３
８月 ８９．８ △３．０ ９６．２ △１．９ ９１．３ △２．２ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．１ ９５．３ △０．１
９月 ８８．０ △２．０ ８９．９ △６．５ ８９．６ △１．９ ８６．９ △７．２ ８８．２ １．０ ９７．９ ２．７
１０月 ８７．１ △１．０ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．７ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．９ △１．１ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．３ ９９．８ １．４
１２月 ８５．９ △０．２ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．３ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．０ ９４．３ △２．４ ８８．８ ３．５ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．５ △１．５ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９１．３ ４．７ ９６．５ ０．３ ８８．８ １．５ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 r ９１．０ △０．３ ９５．１ △１．５ r ９２．４ ４．１ ９３．０ △０．３ r ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 p８７．２ △４．２ ８８．０ △７．５ p８９．７ △２．９ ８９．２ △４．１ p８９．１ △２．６ ９７．７ △０．９
６月 ９６．１ ９．２ ９３．７ ５．０ ９９．６ １．９
７月 ９６．９ ０．８ ９４．８ １．２ １００．２ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■鉱工業指数（北海道）は、本誌編集時点で２０２２年６月・７月の指数が未公表となっている。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６

２０２１年 ７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号

ｏ．３１３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2022.09.20 10.31.18  Page 34 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１

２０２１年 ７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －

２０２１年 ７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ p １４６７００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１
４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８

２０２１年 ７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４
６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１５．５

２０２１年 ７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０
６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年１０月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７

２０２１年 ７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ － ２．５

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３

２０２１年 ７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●２０２２年度北海道経済の見通し＜改訂＞

●経営のアドバイス
いまさら聞けない「SDGs」と
北海道内企業の実践事例について

●アジアニュース
「海外販路拡大のススメ」
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